
別 紙 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

  大口町の人口は、昭和５５年以降増加し続けており、平成２年から平成１２年に

かけて、土地区画整理事業などにより転入者が増え急増した。その後も緩やかな増

加傾向は続いており、令和４年４月１日現在では２４，２２５人となっている。令

和４年４月１日現在の年齢別人口は、０歳から１４歳までの年少人口が３，６３７

人で全体の１５％、１５歳から６４歳までの生産年齢人口は１４，９９４人で全体

の６２％、６５歳以上の老年人口は５，５９４人で全体の２３％である。 

大口町は、愛知県の北西部、名古屋市から直線距離にして約２０㎞圏内に位置し

ている。昭和３０年代頃までは、稲作と副業としての養蚕が中心の純農村地域であ

った。しかし、昭和３０年代初頭頃に住民ぐるみで企業誘致に積極的に取り組み、

昭和３０年代後半から昭和４０年代にかけて我が国の産業の大動脈である東名・名

神高速道路とこれに接続する国道４１号の開通が相まって、その後も企業進出が進

んだ。２０１６年経済センサス活動調査では、金属、工作機械や自動車関係の企業

を中心に９００社を超える企業が立地する産業のまちに発展している。 

現在、町内の中小企業者は、デジタル技術の活用や後継者不足等、様々な経営課

題に直面している。その中でも、製造業が多い産業構造を持つ本町では、カーボン

ニュートラルへの対応が重要な課題として挙げられ、事業者の経営基盤を強化し持

続可能な地域経済の発展を実現するため、積極的な設備投資から生産性の向上を図

る必要がある。 

 

（２）目標 

  大口町は、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計

画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、更なる地域経済の発展

及び中小企業者の経営基盤の強化を目指す。これを実現するため、先端設備等導入

計画期間中の目標認定数を２０件とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画が認定される事業者の労働生産性が年率３％以上向上する

ことを目標とする。 

 

 

２ 先端設備等の種類 

大口町の産業は、製造業、サービス業、農業と多岐にわたり、多様な業種が町の

経済、雇用を支えていることから、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現



する必要がある。そのため、多様な産業の設備投資を支援する観点から、本計画に

おいて対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先

端設備等、全てとする。 

 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

  大口町は愛知県の北西部にあり、東名・名神高速道路小牧インターチェンジに接

続する国道４１号線が南北に走り、また、国道１５５号線が東西に縦貫する交通利

便性に優れた場所に位置することから、製造業を中心とした事業所が町内全域に存

在している。こうした状況の中で、広く事業者の生産性向上を実現する観点から、

本計画の対象区域は町内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

  大口町の産業は、製造業、サービス業、農業と多岐にわたり、多様な業種が大口

町の経済、雇用を支えていることから、これらの産業で広く事業者の生産性向上を

実現する必要がある。そのため、本計画において対象とする業種は全業種とする。 

また、本計画において対象とする事業は、生産性向上率が年率３％を達成するた

めに実施する、製造工程の自動化、新たな商品開発事業等、全事業とする。 

 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

  国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

  先端設備等導入計画の計画期間は３年間、４年間又は５年間とする。 

 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

  人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用

の安定に配慮する。 

また、公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについ

ては先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮す

る。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 
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